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1. ははじじめめにに  

科学技術の土台とされる基礎研究の重要性は、広く認識されている。日本では、第 6 期科学技術・イ

ノベーション基本計画で基礎研究力を一層強化していく方針が示されている。基礎研究には膨大な時間

と資金がかかる上、研究の成果が産業に直結することも多くないため、強化に向けては政府が方針を示

し、サポートすることが重要である。 
科学技術強国を目指す中国においても、基礎研究強化を重要課題の一つとして位置づけ、近年、様々

な取り組みを実施している。発表者は、科学技術の分野でも台頭著しい中国が自ら弱いとする基礎研究

力の強化に強い関心を持っている。海外事例の調査は、我が国として参考となる事例を調べる以外にも、

いち早くグローバルな潮流をつかみ、今後の国際的な連携や競争等について戦略的に考える際の材料を

提供すると考えている。 
本発表では、第 14 次五カ年計画で示された基礎研究強化の取り組みを中心として、研究開発費の動

向、基礎研究に携わる人材の育成、企業の活動に焦点をあて紹介する。まず、基礎研究を強化するに至

った背景と 2018 年以降に発行された重要文書を紹介し、その後 2021 年以降の第 14 次五カ年計画にお

ける方針と現在までの動向を示す。 
 
2. 第第 1133 次次五五カカ年年計計画画期期（（22001166--22002200））のの基基礎礎研研究究強強化化  

2018 年 1 月、国務院は「基礎科学研究の全面強化に関する若干の意見1」（以下、「意見」）を発表し

た。「意見」では、世界の科学技術の競争が基礎研究へと移り変わったと言及し、中国の基礎科学研究の

水準は大幅に向上してきたとする。一方で、数学などの基礎学科が弱く、重要で独創的な成果が不十分

であり、科学技術強国を築くには依然として欠点があると指摘している。その要因として、基礎研究に

対する投資の少なさ、投資構造の不適切さ、企業の基礎研究の軽視等をあげ、社会全体が基礎研究を支

援する環境を改善する必要があるとしている。基礎研究の強化により、基礎研究と応用研究の融合によ

る革新的発展を促進する等の指針を示した。三段階のロードマップが示され、2030 年までに基礎科学

研究全体の水準と国際的な影響力を大きく向上させ、2035 年までに多くの重要分野で世界的発展を牽

引し、今世紀半ばまでに世界の主要科学センターとして、重要な科学的成果と国際的に最先端レベルの

科学者たちを輩出する、としている。 
より具体的には、基礎研究に対する中央財政の安定した支援を拡大し、地方、企業等が基礎研究への

投資を増加できるよう投資制度を構築すると言及している。また、基礎研究人材チームの育成に向けて、

国内外の優秀な若い博士を誘致するために、客員研究員制度の構築やポスドク制度の整備等の実施、評

価体系の整備やインセンティブ制度の確立、人材チームの安定化を実施するとしている。企業に関して

は、前述した投資の促進の他、産学官の連携により、基礎研究と応用研究の事業化を推進し、国内外の

資金や技術を誘致し、産業競争力を向上するとしている。 
上記の「意見」を受けて、2020 年には科学技術部等が『「0 から 1 へ」基礎研究を強化するための作

業方案』を発表し、中国の基礎研究には「0 から１へ」という独創的成果が不足していると指摘し、そ

の問題を解決するための方針が示された。原則として、①国家戦略のニーズに基づいた重点分野の設定 
②肩書きや評判等にこだわらない若い人材・革新チームの育成の重視、③メガサイエンス、ビッグデ

ータ、インターネット時代における新たな特徴に適応した方法の重視、④自由な研究の奨励、失敗に寛

 
1 本要旨で引用した中国語の文書の翻訳は、非公式の仮訳です。正確な内容に関しては、原文をご参照ください。 

2D05

― 756―



容な科学研究環境構築、⑤投資構造の改善等による基礎研究への安定的支援の強化をあげている。 
本作業方案では、若手研究者の育成に特に重点が置かれている。重要分野を専門とする 30 歳から 40

歳までの者で、上級の肩書きあるいは博士号を保持する者に対する支援の準備、国家自然科学基金委員

会（NSFC、基礎研究の公募型支援機関）の若手科学者に向けたプロジェクトに対する支援の強化、中

国内外で博士課程を修了した者が中国でポスドクに従事するための積極的な誘致等を実施するとして

いる。企業については、独自の革新能力の向上を目指し、企業と大学や科学研究機関との連携を奨励し、

基礎研究の応用と産業化の連携・融合を促進するとしている。また、国務院の意見と同様に、研究開発

費用に対する財政・税務上の優遇措置を執るとしている。 
  
3. 第第 1144 次次五五カカ年年期期（（22002211--22002255））ででのの方方針針  

上記で示した基礎研究強化方針は、第 14 次五カ年計画（2021-2025）においても継続された。2021
年 3 月の全国人民代表大会（全人代）にて承認された「国民経済・社会発展第 14 次五カ年計画と 2035
年までの長期目標要綱」（以下、「十四五」）では、第二編「イノベーション主導による発展の堅持、発展

の新たな優位性を包括的に形成」、第四章「国の戦略的科学技術力の強化」の第三節に「基礎研究の継続

的な強化」として、取り組みが下記のように記された。 
 
 「基礎研究 10 年行動計画」を策定・実施、基礎学科研究センターの重点的配置 
 基礎研究への財政投資を増やし、支出構造の最適化、企業の基礎研究投資における税制の優遇措置

の実施、寄付や基金設立など社会からの投資を奨励。基礎研究への投資比率を研究開発費投資の

８％以上に引き上げ 
 評価システムとインセンティブ・メカニズムを確立、基礎研究にプラスとなる良好な科学研究のエ

コシステムを創造 
 

基礎研究に携わる人材に関しては、本要綱第六章「人材のイノベーション活力の活性化」の第一節「ハ

イレベルな人材チームの育成」において、基礎学科の優秀な学生の育成を強化し、数学、理科、科学、

生物学などの基礎学科拠点や最先端科学センターを構築する、としている。 
 
4. 法法のの整整備備    

基礎研究の強化に関して、法の整備も進んだ。中国の科学技術振興に関する基本法である「科学技術

進歩法」が 2021 年 12 月に改正され 2022 年 1 月より執行された。同法は 1993 年に制定され、2007 年

に改正し、今回の改正は二度目となる。2007 年の改正版では、第二章「科学研究と技術開発、科学技術

の応用」に基礎研究への経済的支援等が示されていたが、今回の改正版では第二章は「基礎研究」とな

り、新興産業等の分野での基礎研究を強化、基礎研究支援のための安定した投資メカニズムの確立、企

業の基礎研究への投資の促進等が盛り込まれた。 
 
5. 基基礎礎研研究究へへのの投投資資  

中国の研究開発費は、現在米国に次いで世界第二の規模となっている。【図表１】のとおり、2021 年

は約 2 兆 7,956 億元（1 元＝17 円、47 兆 5,252 億円）となり、前年から約 3,563 億元増え、対 GDP 比

は 2.44%となった。第 14 次五カ年期は、研究開発費への投資を強化し、年平均 7％増にするとしてい

る。性格別にみると圧倒的に開発研究費への投資が多いが、基礎研究費も増加してきている。2021 年の

基礎研究費は、前年比で 23.9％増の約 1,817 億元（約 3 兆 889 億円）となり、全体の 6.5％を占めた。

第 14 次五カ年計画期は、上記の通り基礎研究費を全体の 8%以上にするとしている。 
研究主体別でみると（【図表２】）、企業による支出が圧倒的に多いが、その多くが開発研究費となって

いる。上記で指摘されているように、企業の基礎研究への投資は非常に少ない2。 
 
 
 
 

 
 

2 2021 年の企業の基礎研究費が現時点で不明なため、2020 年のデータを参照すると、2020 年の基礎研究費 1,467 億元

のうち企業の支出は約 95.6 億元となっている。（参照「2021 年中国科技統計年鑑」） 
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【図表 1. 2021 年研究開発費】3 
 

【図表 2. 研究開発費研究主体別負担割合】 
 
 
6. 人人材材育育成成のの方方針針  

2021 年 9 月、中央人材工作会議に出席した習近平国家主席は、「総合的国力の競争は、つまり人材の

競争である。人材は一つの国の総合的国力をはかる上で、重要な指標である。国の発展や活性化は人材

に依存する。人材の自主育成をより重視し、人材資源の競争優位性の確立を加速しなければならない。」

と発言し、人材育成に対する姿勢を示した。中国の研究人材は増加を続け、2021 年科技統計年鑑によれ

ば FTE（フルタイム換算）で、2016 年の 387.8 万人から 2020 年には 523.5 万人に増加し、世界最大

規模となっている。基礎研究に携わる人材も増加しているが、優秀な人材の不足が指摘されている。 
前述した「十四五」の基礎研究分野における人材育成の方針に従い、研究機関が策定した取り組み事

例として、中国科学院（CAS）を取り上げる。中国科学院は、国務院（日本の内閣にあたる）直属の機

関で、傘下に研究所、大学、シンクタンク、出資企業、出版社等を有する世界最大規模の科学技術イノ

ベーション機関である。 
まず、2021 年 9 月に発表した第 14 次五カ年計画期の人材育成方針の中で、基礎研究者育成のための

「基礎・フロンティア領域の若手チームを安定的に支援するプログラム」の実施、そして若手のトップ

レベル研究者の育成を打ち出した。 
 

 
【図表 3. 基礎研究十条】4   【図表 4. 基礎研究十条⑦人材チーム構築の強化】 
 
さらに 2021 年 11 月には、基礎研究を強化する取り組みを示した「中国科学院の基礎研究強化に関す

る若干の意見（「基礎研究十条」）」を発表している。紙面が限られているため、⑦「人材チームの構築の

 
3 図表 1 と 2 は、①一元=17 円で換算。②「2021 年の全国科学技術経費投入統計公報」（2022）をもとに作成。 
4 図表 3 と 4 は、『図で読む：中国科学院「基礎研究十条」』（2021）をもとに作成。 

総総額額 約約 2 兆兆 7,956 億億元元（（約約 47 兆兆 5,252 億億円円）） 
基基礎礎研研究究費費 応応用用研研究究費費 開開発発研研究究費費 
約 1,817 億元 

（約 3 兆 889 億円） 
★全体の 6.5% 

約 3,145 億元 
（約 5 兆 3,465 億円） 

★全体の 11.3％ 

約 2 兆 2,996 億元 
（約 39 兆 932 億円） 

★全体の 82.3％ 

研研究究主主体体別別のの研研究究開開発発費費（（2021）） 
企企業業 政政府府系系研研究究機機関関 大大学学 

約 2 兆 1,504 億元 
（約 36 兆 5,568 億円） 

★全体の 76.9% 

約 3,718 億元 
（約 6 兆 3,206 億円） 

★全体の 13.3% 

約 2,181 億元 
（約 3 兆 7,077 億円） 

★全体の 7.8% 
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強化」以外は、項目のみ紹介する（【図表 3】）。⑦「人材チーム構築の強化」では、2030 年に向けてハ

イレベル若手基礎研究人材チームの構築を加速するとしている。【図表 4】はその具体的な取り組みであ

るが、若手研究者に焦点をあて、「チーム」の育成に重点を置いている。 
 
7. 企企業業のの支支援援策策  

上記でみてきたように、政府は企業に基礎研究への投資や産学連携を促してきている。本発表では、

企業の基礎研究を支援する取り組みとして、中国ネットサービス大手のテンセントの事例を取り上げる。

2022 年 4 月 30 日、テンセントは基礎研究を支援する「新基石（基礎）研究員プログラム」（新基石研

究员项目）を発表5し、同年 7 月より申請の受付を開始した6。独自のイノベーションに焦点を当て、科

学者の自由な探求を奨励し、公共の利益となる新しいタイプの基礎研究資金プロジェクトとしている。

資金は、2021 年に設立した、「持続可能な社会価値の創出戦略」の 1 千億元規模の特別資金から投資す

るとしている。10 年間で約 200～300 人に 100 億元（1 元=20 円、約 2,000 億円）を投資する。対象分

野は、「数学・物理科学」と「生物学・生物医学」とし、それぞれ実験タイプ（一人当たり年間最大 500
万元）と理論タイプ（一人当たり最大 300 万元）を設け、5 年間継続して支援する。2022 年は全体で

60 人を選出するとしている。 
同社の馬化騰 CEO は、以前より中国は基礎研究で欧米に遅れを取っていると指摘し、産官学での連

携の重要性を言及し、基礎研究の支援を積極的に継続している。2018 年には研究者と共同で、45 歳以

下の若手研究者支援のための「科学探索賞」を設立した。数理物理学や生命科学など、9 分野の研究者

を対象として、毎年 50 人に一人当たり年 60 万元を 5 年間支給している。2021 年の 50 名の受賞者の

平均年齢は 40 歳7となり、35 歳以下は 7 名、また女性の受賞者は 8 名であった。 
  

8. むむすすびびににかかええてて  

本発表では、第 14 次五カ年計画期における基礎研究を強化する取り組みを取り上げた。基礎研究の

強化は、我が国を含む多くの国においても重要課題となっている。中国の基礎研究支援に対する取り組

みは、第 14 次五カ年期間中さらに強化され、拡大することが予想される。本発表は基礎研究強化の基

本政策とその取り組みの一部を紹介するにとどまったが、今後も中国の動向を注視していきたい。 
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